
●所得税 ●法人税
●地方法人税
●特別法人事業税
●森林環境税
   （令和６年度～）
●復興特別所得税

●住民税
●事業税

●消費税 ●酒税
●たばこ税 ●たばこ特別税
●揮発油税 
●地方揮発油税
●石油ガス税
●航空機燃料税
●石油石炭税
●電源開発促進税
●自動車重量税
●国際観光旅客税
●関税
●とん税 ●特別とん税

●地方消費税
●地方たばこ税
●ゴルフ場利用税
●軽油引取税
●自動車税
   （環境性能割・種別割）
●軽自動車税
   （環境性能割・種別割）
●鉱区税
●狩猟税
●鉱産税
●入湯税

●相続税・贈与税
●登録免許税
●印紙税

●不動産取得税 ●固定資産税
●特別土地保有税 ●法定外普通税
●事業所税 ●都市計画税
●水利地益税 ●共同施設税
●宅地開発税 ●国民健康保険税
●法定外目的税

所
得
課
税 消

費
課
税資

産
課
税
等

国 税 地 方 税 国 税 地 方 税

所得に対する税
（所得課税）
所得税、法人税、
住民税など

所得（利益）を対象として課税

相続税、贈与税、
登録免許税など

資産の取得・保有等を対象として
課税

消費税、酒税、たばこ税、
揮発油税など

物品やサービスの消費等を対象と
して課税

消費に対する税 資産等に対する税
（消費課税） （資産課税等）

　「税」には、いくつかの分類の仕方があります。第一は、「何に税負担
を求めるか」による分け方で、①所得に対する税、②消費に対する税、
③資産等に対する税があります。
　第二は、「課税主体」による分け方で、国が課税主体であるものを国
税、都道府県や市町村といった自治体が課税主体であるものを地方税
といいます。国税・地方税を合わせて40種類以上あります。

　このほか、「誰が税を負担し（実質負担者）、誰が税を納めるか（納
税義務者）」による分け方もあり、納税義務者と実質負担者が一致する
直接税（所得税など）と、納税義務者と実質負担者が異なる間接税（消
費税など）があります。

さまざまな「税」1
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「税」の現状を知ろう２.
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60.1

26.7

19.0

3.3

9.3

6.4

16.016.0

12.9

38.7

法人税(右軸)

所得税(右軸)

消費税(右軸)

一般会計税収計(左軸)

63
(1988)

平成元
(1989)

２
(1990)

３
(1991)

４
(1992)

５
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６
(1994)

７
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８
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９
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10
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2
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5予算
（2023）（2019）

令和元62
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（注）令和３年度以前は決算額、令和４年度は決算額（概数）、令和５年度は予算額である。
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　国の税収を見てみると、バブル景気のもとで平成2年度には60兆円
台となりましたが、景気の低迷や、リーマンショックの影響等により、平
成21年度には38.7兆円にまで落ち込みました。その後、景気回復や
消費税率の引上げもあって税収は増加し、令和4年度には71.1兆円と
なっています。

国の税収（一般会計分）の推移

国の税収2
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所得税

法人税

消費税

相続税

国の税収
（令和5年度予算）

21.0兆円

14.6兆円

23.4兆円

2.8兆円

所得に応じて、累進的に負担が増加します。
勤労世代（現役世代）が主として負担します。
各種控除などにより、個々人の事情に対してきめ細かい配慮が可能です。

成長戦略との整合性や企業の国際的な競争力の維持・向上などに対する配慮が必
要です。
さまざまな政策税制措置が講じられています。
税収が景気の動向に比較的左右されやすい特徴があります。

勤労世代（現役世代）など特定の世代に負担が集中せず、高齢者を含めて国民全体
で広く負担を分かち合うこととなります。
税収が景気の動向に比較的左右されにくく安定的です。
経済活動に対する影響が相対的に小さいです。

・

・
・

格差の固定化につながらないよう資産の再分配を図るという役割があります。
一定の資産を保有している層を対象に負担を求める税となっています。

・
・

特徴

・

・
・

・
・
・

　平成を振り返ると、まず、税体系全体として税負担の公平につなげる
ため、個人所得課税等が軽減されるとともに、消費に広く公平に負担
を求める消費税（3％）が平成元年（1989年）に創設されました。
　その後、社会保障の財政需要の増大が避けられないこと等を踏まえ、
個人所得課税の軽減と消費税（以下、地方消費税分含む）の充実（3％
⇒5％・平成9年（1997年））を柱とする税制改革が行われました。
　さらに、社会保障の費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合うと
いう観点から、消費税について、社会保障の財源と位置付け、平成26年

（2014年）に税率が5％から8％に、また令和元年（2019年）10月に
8％から10％に引き上げられました。この間、所得税については、所得
再分配機能を回復する観点から、最高税率等の見直しが行われたほか、法
人税については、国内企業の活力と国際競争力を維持する観点から、「課
税ベースを拡大しつつ税率を引き下げる」との方針で改革が進められま
した。
　主要な税目の特徴は下表のとおりです。

税制の変遷と各税目の特徴3
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　国の一般会計歳出では、社会保障関係費や国債費（国債の元利払いに
充てられる費用）が増加している一方、その他の政策的な経費の割合が
縮小しています。近年の予算では、社会保障関係費と国債費と地方交
付税交付金等で歳出全体の3分の2を上回っています。

　令和5年度一般会計歳入のうち、税収は69.4兆円を見込んでいま
す。本来、その年の歳出はその年の税収やその他収入で賄うべきです
が、令和5年度予算では歳出全体の約3分の2しか賄えておらず、残り
は公債金すなわち借金に依存している状況です。

財政の状況4

令和5年度一般会計歳出・歳入の構成

社会保障 
32.3％ 
（36.9兆円） 

【歳出】 【歳入】 

地方交付税
交付金等 
14.3％ 
（16.4兆円） 

所得税 
18.4％ 
（21.0兆円） 

法人税 
12.8％ 
（14.6兆円） 

消費税 
20.4％ 
（23.4兆円） 

その他税収 
9.1％ 

（10.4兆円） 

その他収入 
8.1％  
（9.3兆円） 

公債金 
（借金）
31.1％ 
（35.6兆円） 

防衛力
強化資金
 繰入れ（＊）  
3.0％ 
（3.4兆円） 

防衛 
（＊を除く） 
5.9％ 
（6.8兆円） 

一般会計
歳出総額

公共事業  
5.3％  
（6.1兆円） 

文教及び 
科学振興  
4.7％ 
（5.4兆円） 

その他 
12.4％ 
（14.2兆円） 

国債費
（過去の借金の 返済と利息） 

22.1％ 
（25.3兆円） 

(114.4兆円) 

一般会計
歳入総額
(114.4兆円) 

（注）歳出の「その他」には、新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰対策予備費（3.5％（4.0兆円））及び 
　　 ウクライナ情勢経済緊急対応予備費（0.9%（1.0兆円））が含まれる。 
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（1990年度）（1990年度）

（2023年度）（2023年度）

（2021年度）（2021年度）

69.369.3

（2020年度）（2020年度）
147.6147.6

60.160.1

6.36.3

144.6144.6

（2022年度）（2022年度）
132.4132.4

108.6108.6 114.4114.4

60.860.8

67.067.0 71.171.1
69.469.4

0

20

40

60

80

100

120

140

160
（兆円）

（年度）

（注）2021年度までは決算、2022年度は決算見込み、2023年度は予算による。 

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 
（S50） （S55） （S60） （H2） （H7） （H12） （H17） （H22） （H27） （R2）

2023
（R5）

一般会計歳出

一般会計歳出（当初予算） 

一般会計税収

公債発行額

新型コロナウイルス感染症 

リーマン・ショック 

バブル経済崩

35.635.6

借金で穴埋め借金で穴埋め
57.757.7

50.550.5

財政の状況

　一般会計歳出と一般会計税収との差は大きく開き、その差は借金で
ある国債の発行によって賄われている状況にあり、子や孫の世代へ負
担を先送りしています。また、令和2年度以降は、新型コロナウイルス
感染症等への対応のため、歳出が拡大しています。現在の税制は高齢
化等の影響により拡大する歳出を賄うことができておらず、財源調達
機能を十分に果たせていません。
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9

　諸外国と比較すると、日本の税収の規模は対GDP比で国際的に低
い水準となっています。支出面については、社会保障以外の支出規模
は国際的に低い水準ですが、社会保障支出の規模は中程度の水準と
なっています。
　高齢化等に伴う社会保障の給付の増加と国民の負担の関係につい
て、引き続き、国民全体で議論していく必要があります。

給付と負担のバランス5
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47.5

33.3
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（出所）OECD “National Accounts”、“Revenue Statistics”、内閣府「国民経済計算」等 
（注）日本は2020年度実績値。オーストラリア、アイルランドは2020年実績値（コロンビアは2019年実績値、リトアニアは2017年実績値）。
　　 それ以外の国は推計による2020年暫定値。 
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